　


定年退職者再雇用規程

第１章　総則

（目的）

第１条　この規程は就業規則第十九条の規定による定年退職後再雇用される者の取扱いについて定めます。

（定年後再雇用者の定義）

第２条　定年後再雇用者（以下「再雇用者」という）とは、定年退職後、法人と再雇用契約を締結して勤務する職員をいいます。

（適用範囲）

第３条　この規程は就業規則による定年退職者（パートタイマー、臨時雇用者を除く）、および定年年齢以後の採用者等に適用することができます。

第2章 再雇用契約

（再雇用の対象者）

第４条　法人は、定年退職者のうち、引き続き、勤務を希望する者であって、次の全ての基準に該当する者を再雇用します。

1 過去３年間の出勤率が９０％以上であること

2 過去３年間に無断欠勤していないこと

3 過去３年間に出勤停止以上の懲戒処分を受けていないこと

4 過去３年間の定期健康診断の結果、就業上支障がないと認められること

5 人事考課がＢ（普通）以上であること

6 業務遂行に必要な専門知識、または国家資格を有している者

7 法人が引き続き勤務を認めた者

（再雇用の手続き）

第５条　法人は、定年退職する職員について、定年到達日の３ヶ月前に、再雇用の希望の有無を聴取します。
（再雇用日）

第6条 再雇用日は、原則として、定年退職日の翌日とします。

（担当業務）

第７条　再雇用者の担当業務は、本人の専門的知識・技術、経験および業務上の必要性を勘案して、個別に決定します。

（雇用契約）

第８条　再雇用契約は１年を単位として締結し、法人の必要性と本人の希望により、雇用契約を再更新することがあります。

２．契約の更新は、原則として５年間を限度とします。但し、５年経過後、法人がこの者を業務に必要と認めた場合はこの限りではありません。

３．契約は定年の翌日から４月１５日までを第１回の期間とし、以後４月１６日を開始日とし翌年４月１５日までの年間契約更新とします。

但し、第１の契約期間が６カ月に満たない場合は翌年度までの１年６カ月以内の期間を初回の契約期間とすることができます。

（非更改の通知）

第９条　法人は、雇用契約満了時に時期の契約を更改する意思のない場合は、契約終了時の３０日前までに本人に通知します。

第３章　勤務

（就業時間、休憩、休日）

第１０条　就業時間・休憩・休日は、原則として、就業規則に準じます。

（年次有給休暇）

第１１条　年次有給休暇の勤続年数の算定は、常勤職員として就職した時より通算します。但し、当該休暇日数の全部または一部を受けることが出来なかった時は、前年度の残り休暇日数は繰り越しません。

（休職制度）

第１２条　休職については、就業規則に準じます。

（退職の申出）

第１３条　再雇用者が、自己の都合で契約期間の中途で退職することを希望する場合は、就業規則に準じます。

第４章　給与

（給　　与）

第１４条　再雇用者の給与は、労働条件等考慮し本人と協議の上決定することとします。

　　

２．各種手当については、給与規程に準じます。

　　

３．再雇用者に対して、給与の見直しは原則として行いません。

４．再雇用者に対して、賞与は原則として支給しません。

５．再雇用者が退職した場合、退職金は原則として支給しません。

第５章　福利厚生およびその他

（社会保険の適用）

第１５条　健康保険、厚生年金、雇用保険等は全て継続加入とします。

（就業規則および各種規程の適用）

第１６条　就業規則、法人内規程の適用に関しては、常勤職員に準じます。但し、法人が適用不能と判断した場合は、再雇用者および法人双方で協議することとします。

（付　　則）

この規程は平成１７年９月１日より施行します。

平成１８年４月１日　　第２章　第４条　　改定

第5章 加筆

第6章 加筆

第7章 加筆

第8章 改定

第9章 加筆

第３章　第１１条　改定

第１３条　加筆

平成２０年４月１日　　第４章　第１４条３改定
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